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1. はじめに 

1.1. 研究の背景  

 大分県別府市には，気象庁が発表する噴火警戒レ

ベル１（活火山であることに留意）である鶴見岳・

伽藍岳が位置する．平成 26 年の有珠山の火山災害

を受けて活動火山特別措置法が改定されたことに伴

い，鶴見岳・伽藍岳火山防災協議会が設置された．

鶴見岳・伽藍岳火山防災協議会で作成されたハザー

ドマップでは，溶岩流や火砕流が居住地まで到達し，

市街地の広範囲に壊滅的な被害が出る想定となって

いる．また，別府市の総人口は 116,585 人（令和 2 年

1 月 31 日時点）であり，ハザードマップで示されて

いるような大規模な噴火が起きた場合は，その半数

以上もしくは全市民が被災する可能性がある．この

ような甚大な被害が出る原因のひとつとして，高度

経済成長期以降に急激に進んだ市街地開発による居

住地の拡大があげられる．その結果，山際や川沿い

などの災害リスクの高い地域にまで多くの人が居住

している．しかし，約 1,500 年間噴火を経験してい

ない別府市で，火山災害を想定して，従来の都市政

策のような 10 年，20 年といった短期間にハード面

を中心とした火山災害対策を進めることは困難であ

る．また，別府市では明治以降，恵まれた観光資源

を活かし，温泉観光都市として戦前と変わらない街

並みで都市を発展させてきた全国有数の都市でもあ

る．まずは，行政が対策を進めている火山災害対策

の現状を把握し，現状のまちづくりがどのように火

山防災に影響しているのかを明らかにする必要があ

る．また，現在までにつくりあげられた都市構造の

特徴を把握し，その特徴を活かしながら，少しずつ

火山災害に強い都市構造に変えていく超長期的な計

画を考え，共有していく必要があると考えられる． 

1.2. 研究の目的 

 前節で述べたように，人口増加に伴って居住地を

拡大してきた結果，災害リスクの高い地域まで多く

の人が居住し，大規模な火山噴火が起きた場合には
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甚大な被害を受けることが想定される．そこで，行

政の火山災害対策の課題を把握し，現状の都市構造

がどのように影響しているのかを明らかにする． 

1.3. 既往研究と本研究の位置付け 

 火山災害対策は，地震や風水害などの他の災害に

比べて対策の遅れが指摘されており，行政の火山災

害対策の現状を明らかにした文献は非常に少ない．

そこで，山田（2017）は，火山災害対策の中でも市

町村の災害対策や対応の中心となる地域防災計画に

着目し，九州地方の活火山に隣接する市町村を対象

として，火山噴火の経験が火山災害対策の向上に資

するとしている．そのなかで別府市は，噴火経験 10

年以上の市町村に分類されており，地域防災計画に

おける記載項目の少なさが指摘されている．そこで

本稿では，別府市の地域防災計画の火山災害対策の

課題を把握するため，活動火山特別措置法で義務化

された火山防災協議会の内容を，大分県の地域防災

計画とともに課題を把握し，別府市の空間構造にあ

った計画の提案を行うことを目的とする． 

1.4. 研究方法 

 別府市の都市構造が火山災害対策に対してどのよ

うな影響を与えているのかを明らかにするため，土

地利用や人口分布から別府市の特徴を把握し，平時

及び被災時の都市構造上の課題を明らかにする． 

 

2. 研究対象地の概要  

2.1. 別府市について  

 別府市は大分県中央部の瀬戸内海側に位置してい

る．図 1 に別府市の位置を示す．東は別府湾に面し

ており，西と南は大平山，鶴見岳，由布岳，雨乞岳

が連なり，別府湾にかけてなだらかな丘陵地が広が

る．人口は 117,123 人，人口密度は 957 人/km2であ

り，鶴見岳・伽藍岳の噴火活動によって形成された

扇状地に市街地が広がっており，人口密度の高い地

域である．また，別府市は鶴見岳・伽藍岳の活火山

の恩恵による温泉資源が豊かであり，温泉を中心と

した観光産業によって発展してきた．現在では，年

間約 880 万人の観光客が訪れる温泉観光都市である． 

2.2.鶴見岳・伽藍岳について 

  鶴見岳・伽藍岳は別府市の西側に位置する活火山

であり，気象庁が発表する噴火警戒レベル 1 に位置

づけられている．また，平成 26 年の有珠山の火山災

害を受け，活動火山特別措置法が改定され，鶴見岳・

伽藍岳火山防災協議会が設置された．協議会の主な

協議事項は，噴火シナリオ，火山ハザードマップ，

噴火警戒レベル，避難計画であり，噴火警戒レベル

3（火口周辺）までの検討を終えており，現在噴火警

戒レベル 4・5（居住地域）を検討している．その協

議内容をもとに，鶴見岳・伽藍岳火山防災ガイドブ

ックが作成されている． 

 

3. 別府市の空間構造と災害リスク 

3.1. 別府市の空間構造 

(1) 土地利用 

別府市の土地利用は，市全体の 60.53%をその他が

占めており，5%を田畑，10%を宅地，9.67%を山林，

原野が 10.58%占めている（平成 24 年版別府市統計

書）．図 2 は，国土数値情報の都市地域土地利用細分

メッシュ平成 28 年のデータを示したものである．

また，都市計画区域面積は約 8,586ha であり，市街

化区域面積が約 2,817ha，市街化調整区域が約

5,769ha である．別府国際観光温泉文化都市建設計画

図の市街化区域に指定されている地域は，図 2 で示

すように，市街化が全体的に進んでいる． 

(2) 人口推計 

将来人口・世帯予測ツール V2（国土交通省国土技

術政策総合研究所）を用いて，将来人口予測を行な

った．その結果を図 3 に示す．別府市の人口は図の

ように平成 7 年以降減少している．平成 27 年国勢

図 1 別府市の位置 
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調査時点の別府市人口は 122,138 人であり，令和 25

年には 94,385 人となる推計である．また，高齢化は

別府市でも進んでおり，平成 27 年の高齢者世帯割

合約 29%から，平成 57 年（令和 25 年，以降令和 25

年と記す）には約 34%となる推計となっている． 

(3) 人口分布（100m メッシュ） 

 平成 27 年時点の人口，令和 25 年の推計人口，増

減率を 100m メッシュ単位で示す（図 4，5）． 

 平成 27 年の総人口は 122,138 人であり，市街化区

域全体に人口が分布している．市役所や別府駅周辺

の商業施設が集まった地域や国道 10 号沿いの地域

に人口が多く分布している．高度経済成長期以降の

人口増加に伴った市街地開発が進み，山際や川沿い

まで人口が分布している．令和 25 年の総人口は

94,385人と平成27年の人口から27,753人（約23％）

減少する．別府駅周辺の人口が少なくなっており，

人口の分布がバラつき，逆スプロール化が進むこと

が予想される．また，令和 25 年には高齢化率が約

34%となる推計であり，人口減少が産業などにも影

響を及ぼすことが懸念される． 

(4) 人口増減率 

この期間の人口は全体的に減少傾向となっている．

平成 27 年の人口分布では人口が多く分布していた

別府駅周辺や国道 10 号沿いで人口が減少している．

別府駅周辺はアクセス性がよく商業施設や市役所な

ど都市機能が立地しており，利便性の高いエリアで

ある．本来であれば人口集積が期待されるが，人口

増の地域は郊外に分布している傾向がみてとれる．

さらに，火山災害のリスクが高い山際や川沿いで人

口増がみられる．図 7 は，人口増加率を 100m メッ

シュ単位に変換し，ハザードマップと重ねたもので

ある．噴火現象は市街地中央部まで到達する予想と

なっているが，ハザードマップが重なっている地域

でも人口が増加している地域がある． 

3.2. 被災を想定した場合の空間構造上の課題 

現在の都市構造がどのように火山防災に影響を与

えているのかを把握するため，被災を想定し，空間

的な課題を明らかにする．また，比較的被害が小さ

いと考えられる国道 10 号沿いの地域では人口が減

図3 別府市の人口推移 

図 5 令和 25年の人口分布 

図 4 平成 27年の人口分布 
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少している地域が多くあるため，長期的に国道 10 号

沿いに人口を集約させていくことも考えられる． ま

た，今後増加することが想定される空き家・空き地

の有効活用も施策として検討すべきである． 

(1) 交通 

z 図 8 に鶴見岳が噴火した場合の道路状況，図 9

に伽藍岳が噴火した場合の道路状況を，主要な道路

である国道と県道，ハザードマップとあわせて示す．

鶴見岳が噴火した場合，噴火現象が市街地の西側半

分以上を覆う予想となっており，その区間は道路が

使用できない可能性が高い．また，伽藍岳が噴火し

た場合も同様であるが，噴火後に二次的に土石流が

発生した場合には，広域避難の際重要である国道 10

号が閉塞してしまう恐れがある．実際に，鶴見岳・

伽藍岳と市街地の位置関係が類似している雲仙普賢

岳の噴火災害では，水無川で土石流が発生し，別府

号上で氾濫し，道路が閉塞された．また，現在のハ

ザードマップでは，境川と朝見川には土石流が想定

されていない．近年，記録的な大雨による洪水が多

発しているため，境川や朝見川でも大規模な土石流

が起こることが予想される．その場合，別府市の地

形上，市外へ避難するための主要な道路が分断され，

孤立してしまう可能性は否定できない． 

(2) 避難所 

 別府市が鶴見岳・伽藍岳が噴火した場合に指定し

ている避難所をプロットしたものが図 10 と図 11 で

ある．指定避難所には一時避難所と収容避難所の 2

種類ある．鶴見岳・伽藍岳の火山災害による被害想

定と避難施設の充足度に関する定量的分析の研究で

は，鶴見岳が噴火した場合は全 54 箇所ある一時避

難所のうち 28 箇所が想定した避難人数の充足がで

きず，全 23 箇所ある収容避難所のうち，想定した避

難人数を充足できる施設は 1 箇所のみである．また，

伽藍岳が噴火した場合は，全 64 箇所ある一時収容

所のうち 36 箇所が想定した避難人数の充足ができ

ず，全 34 箇所ある収容避難所で充足できる施設は 4

国道 10号 

別府駅 

図 8 鶴見岳が噴火した場合の道路状況

図 9 伽藍岳が噴火した場合の道路状況
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図 6 平成 27年から令和25年の人口増減率 
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箇所のみである．  

別府市の土地利用状況からみても，避難所となり

うるような公共施設用地の確保は極めて厳しいと考

えられる．また，現状の避難所の指定では全く充足

しないことも明らかである．それ以前に，溶岩流が

市街地まで到達し，火砕流や火砕サージが市中心部

まで迫る大噴火が起きた際，別府市内での避難は困

難を極めることが容易に想定できる．さらに，交通

に関する空間的な課題では，土石流によって別府市

が孤立する可能性を述べた．過去の土石流は，時間

雨量 11mm〜26mm で発生しており，噴火後の雨に

より，土石流が発生する可能性が高いといえる． 

以上のことから，別府市内だけで避難所を充足さ

せることは現実的ではないといえる．そのため，市

外への避難を想定とした広域避難計画を策定してお

く必要がある．具体的には，別府市の春木川を境に

北部は日出町方面へ，南部は大分方面に市外へ避難

する必要がある．宿泊施設の少ない日出町方面の避

難に関しては，杵築市や中津市まででカバーできな

い場合は，福岡県までを想定した超広域的避難を想

定しておく必要があり，早い段階で広域避難を開始

する必要がある． 

(3) 要配慮者への対応の課題 

 要配慮者収容施設は，福祉施設・医療施設・学校

が対象であるが，主に福祉施設と医療施設が要配慮

者を多く収容している．別府市の福祉・医療施設の

立地をプロットしたものが図 12 である．福祉施設

は 78 施設，医療施設は 28 施設であり，鶴見岳・伽

藍岳のハザードマップ内に位置している福祉施設は

39 施設，医療施設は 7 施設と多くの施設が被災想定

地域内にある．福祉施設は半数の施設が被災する想

定となっており，立地に大きな課題を抱えている．

要配慮者の避難行動は，まずは健常者と同様に別府

市が指定している避難所へ移動し，そこにいる職員

がその要配慮者を受け入れられる体制が整っている

受入先施設を探し，受入先施設が承認してから移送

するという流れとなっている．要配慮者各々の配慮

の差に応じて受入先を見つける必要があり，別府市

は特に福祉施設・医療施設が多いことから，近隣の

市町村だけでは対応できないことが想定されるため，

県外も含めた広域的な避難が必要と考えられる． 

(4) 警戒区域の設定 

 雲仙普賢岳の火山災害では警戒区域および避難勧

告区域の設定が行われた．別府市も同じく春木川や

境川など鶴見岳・伽藍岳周辺から流れている河川周

図12 被害想定と福祉施設・病院の位置関係 
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図 11 伽藍岳が噴火した場合の 
被害想定と指定避難所の位置関係 
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図10 鶴見岳が噴火した場合の 
被害想定と指定避難所の位置関係 
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辺で土石流が発生することが予想されるため，島原

市の対応を参考に警戒区域の設定を行えば，別府市

全体を覆うように警戒区域の設定が行われる可能性

がある．境川や朝見川では砂防工事が行われている

ものの，想定を超える災害も起こる可能性がある．

警戒区域設定の事前検討は必須ともいえる． 

 

4. 総括 

 本稿では，別府市の都市構造を土地利用と人口の

分布から空間的に把握した．別府市の土地利用は都

市計画区域を覆い尽くすように市街化が進んでおり，

まとまった用地の確保は非常に難しい．人口に関し

ては，平成 27 年では市街化区域全体に人口が分布

しており，市役所や別府駅周辺から国道 10 号沿い

にかけて多くなっている．しかし令和 25 年では，人

口分布にバラつきがみられ，リバーススプロールの

ような現象が起こっており，深刻な都市問題に発展

する恐れがある．このことから，都市機能を集約し

ていく政策が必要であるといえる．さらに，交通，

避難所，要配慮者への対応，警戒区域の設定に着目

した空間的構造の課題を把握した結果を以下に示す． 

(1) 交通 

春木川，境川，朝見川等の河川で土石流が発生し

た場合，市外への避難に重要な道路である国道 10 号

が遮断され，別府市は孤立する恐れがある． 

(2) 避難所 

溶岩流や火砕流などが市中心部まで被害を及ぼ

す状況下で，別府市内のみで避難所を補うことは難

しいため，早期の広域避難が必要である． 

(3) 要配慮者への対応 

 被害想定の範囲に立地している福祉施設，病院が

多くみられ，被災後に対応可能な施設が少ないこと

が想定される． 

(4) 警戒区域の設定 

 大規模な火山噴火が起こった場合には，別府市全

体が警戒区域となる可能性がある． 

 これらの結果から，別府市では火山防災に対する

空間的な構造について，課題が多くあることがわか

った．今後さらに進む人口減少や高齢化のなかで，

火山防災のあり方を，住民の防災意識を上げること

も含めて提案していく必要がある．平時からの都市

問題もあわせてまちづくりを考え，50 年，100 年と

いった超長期的な視点からまちのあり方を考える

ことは火山防災を進める上で重要である． 
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